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概要 
 本論文は、「日本国憲法第 26 条第 1 項で保障された教育を受ける権利の憲法規範が実際
の政策過程をどの程度統制しているか」という点、すなわち、「教育を受ける権利の政策規
範性」に関して検証している。検証のための方法論として、「憲法政策としての教育政策の
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日本国憲法第 26 条第 1 項に「法律の定めるところにより」という文言があることから、
教育を受ける権利の社会権的側面の具体的な規範内容は立法政策、この場合は教育基本法
の規定によって具体化されているとすることが一般的である7。 



































































































































































































































教育政策公的支出額対 GDP 比」は OECD が刊行する各年の Education at a Glance で公表さ
れている指標を、「憲法政策としての教育政策の対象の規模」に関する指標は U. S. Census 



















あり、且つ比較を分かり易くするために、1997 年の憲法規範力を 1.00 として調整している。 
 
図 1：日本における教育を受ける権利の社会権的側面の憲法規範力の推移 
(1997 年‐2006 年) 

































関して、日本を含めた 23 ヶ国26の国際比較を行う。 
 政策規範性の国際比較に際しても、「憲法規範力の定量化」を方法論とするが、23 ヶ国の














 こうした観点に基づいて、1997 年から 2006 年までの期間における 23 ヶ国の教育を受け
る権利の社会権的側面の規範力の推移を、各年平均の値が高い順にまとめたものが表 1 で
ある。なお、図１と同様、1997 年の日本における規範力の値を 1.00 として調整している。 
表 1：各国の教育を受ける権利の規範力(1997 年‐2006 年) 
  1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 各年平均 
デンマーク 1.84  1.93  1.81  1.81  1.92  1.92  1.89  1.94  1.91  1.88  1.88 
アイスランド 1.47  1.88  N. A.  1.63  1.74  1.94  2.14  2.05  2.05  2.04  1.88 
スウェーデン 1.91  1.85  1.82  1.76  1.75  1.87  1.81  1.81  1.73  1.73  1.80 
ノルウェイ 1.87  1.92  1.84  1.64  1.73  1.89  1.84  1.75  1.60  1.52  1.76 
フィンランド 1.77  1.62  1.60  1.54  1.60  1.65  1.68  1.68  1.65  1.59  1.64 
フランス 1.64  1.66  1.64  1.61  1.58  1.61  1.64  1.61  1.58  1.55  1.61 
ニュージーランド 1.75  1.73  1.69  1.66  1.57  1.60  1.62  1.59  1.48  1.42  1.61 
ベルギー 1.35  1.39  1.48  1.43  1.68  1.71  1.65  1.62  1.62  1.65  1.56 
ポルトガル 1.62  1.56  1.57  1.57  1.62  1.60  1.62  1.48  1.48  1.43  1.55 
スイス 1.52  1.51  1.51  1.48  1.51  1.59  1.67  1.64  1.56  1.50  1.55 
オーストリア 1.68  1.67  1.68  1.51  1.56  1.50  1.44  1.39  1.44  1.44  1.53 
カナダ 1.52  1.54  1.49  1.46  1.37  N. A.  1.28  N. A.  1.31  1.34  1.41 
アメリカ 1.48  1.37  1.39  1.36  1.45  1.50  1.53  1.45  1.08  1.42  1.40 
イギリス 1.30  1.31  1.24  1.27  1.32  1.40  1.43  1.40  1.29  1.45  1.34 
オランダ 1.21  1.27  1.21  1.21  1.27  1.30  1.30  1.29  1.29  1.35  1.27 
イタリア 1.28  1.34  1.22  1.25  1.36  1.27  1.28  1.22  1.19  1.27  1.27 
韓国 1.26  1.16  1.17  1.22  1.36  1.19  1.29  1.23  1.20  1.25  1.23 
オーストラリア 1.22  1.22  1.28  1.30  1.27  1.24  1.21  1.21  1.21  1.16  1.23 
アイルランド 1.28  1.22  1.16  1.17  1.17  1.17  1.17  1.22  1.22  1.25  1.20 
スペイン 1.30  1.23  1.22  1.19  1.19  1.19  1.17  1.17  1.14  1.17  1.20 
ドイツ 1.25  1.21  1.19  1.19  1.19  1.22  1.22  1.19  1.16  1.13  1.20 
ギリシア 0.97  0.96  1.00  1.03  1.05  1.08  1.11  0.92  1.11  N. A.  1.03 
日本 1.00  0.99  0.97  0.97  0.97  0.97  0.97  0.97  0.94  0.91  0.97 
各国平均 1.46  1.46  1.42  1.40  1.44  1.47  1.48  1.45  1.40  1.43  1.44 
（出所： OECD (2000-2009), 及びU. S. Census Bereau “World Population Trendsに基づき筆者作成） 
 表 1 の各国規範力から導き出せる各国の教育を受ける権利の政策規範性について、1997
年から 2007 年までの期間における平均値の高い上位 5 ヶ国は、生存権の場合と同様27、社





力を測定した 1997 年から 2006 年までの全ての年において、日本の教育を受ける権利の社
会権的側面の規範力は各国平均を下回っている。1997 年、1998 年及び 2004 年はギリシア
に次いで低い値、それ以外の年においては最も低い値となっている。また、長期的な規範
力に関して、日本の教育を受ける権利の社会権的側面の規範力の平均値は 0.97 ポイントで









の強化／弱化傾向-0.0067 を-1.00 として調整している。 
表 2：各国の教育を受ける権利の政策規範性の強化／弱化傾向 
アイスランド 8.7910  韓国 0.4925  アメリカ -1.5672  
ベルギー 5.1343  アイルランド 0.0746  スウェーデン -1.8358  
ニュージーランド 4.7612  フィンランド -0.5373  スペイン -1.9552  
イギリス 2.3582  イタリア -0.9254  ポルトガル -2.3284  
オランダ 1.8806  日本 -1.0000  カナダ -4.1194  
ギリシア 1.7761  オーストラリア -1.1493  ノルウェイ -4.6418  
スイス 1.3881  フランス -1.1791  オーストリア -4.9701  
デンマーク 1.0896  ドイツ -1.1791    
（出所： OECD (2000-2009), 及びU. S. Census Bereau “World Population Trends に基づき筆者作成） 






























 本論文で比較研究の対象とする国の内、日本国憲法 26 条 1 項と同様の権利を成文憲法で
保障している国は、ベルギー（第 23 条）、フィンランド（第 16 条）、フランス（前文）31、
ギリシア（第 16 条）、アイスランド（第 76 条）、イタリア（第 34 条）、韓国（第 31 条）、
オランダ（第 23 条）、ポルトガル（第 73 条－76 条）、スペイン（第 27 条）、スウェーデン
（第 2 条）の 11 ヶ国である。 
逆に、日本国憲法第 26 条第 1 項と同様の権利を成文憲法で保障していない国が 11 ヶ国あ
る。デンマーク（第 76 条）は、「学齢期の子供 (Alle børn i den undervisningspligtige alder)」、
アイルランド（第 42 条）は、「無償の初等教育（bunoideachas a bheith ar fáil in aisce）」、スイ






していない。さらに、イギリス、ニュージーランドの 2 ヶ国は、不文憲法である。 
 すなわち、前項で政策規範性を測定した日本を含む 23 ヶ国は、成文憲法上で教育を受け









れぞれ、(a-1)は 0.370、(a-2)は 0.489、(b-1)は 0.014、(b-2)は 0.733 であった。従って、(b-1) 成
文憲法を有する国の政策規範性の強化／弱化傾向に関しては有意水準 5%で帰無仮説が棄却
され、正規分布が仮定できない。そこで、(a-1)(a-2)のどちらのグループの正規分布も仮定で
きる政策規範性の強さに関しては t 検定 (Student's t-test) を、(b-1)の正規分布が仮定できな
かった政策規範性の強化／弱化傾向に関しては U 検定 (Mann–Whitney U test) を用いて、そ
れぞれ成文憲法上の教育を受ける権利保障の有無によって有意差があるか否かを検定する。 
まず、成文憲法上の教育を受ける権利保障の有無によって「政策規範性の強さ」に有意
差があるか否かを T 検定によって検証する。下記の表 3 が T 検定の結果である33。 
表 3：成文憲法上の教育を受ける権利保障と政策規範性の強さに関する t 検定結果 
成文憲法上の教育を受ける権利権規定 N 平均値 標準偏差 平均値の標準誤差 
有 12 1.3925 .28782 .08309 
無 11 1.4391 .24740 .07460 
     
二つの母平均の差の検定 
  差の 95% 信頼区間 
t 値 自由度 有意確率 (両側) 平均値の差 差の標準誤差 下限 上限 








傾向」に有意差があるか否かを U 検定によって検証する。下記の表 4 が U 検定の結果であ
る。 
表 4：成文憲法上の教育を受ける権利保障と政策規範性の強化／弱化傾向に関する U 検定結果 
成文憲法上の教育を受ける権利権規定 N 平均ランク 順位和 
有 12 13.04 156.50 
無 11 10.86 119.50 
合計 23 
  
Mann-Whitney の U Wilcoxon の W Z 漸近有意確率 (両側) 正確有意確率 
53.500 119.500 -.770 .442 .449 
（出所：筆者作成） 
表 4 より、正確有意確率 0.442 であり、「両グループの平均に差がない」という帰無仮説
を片側検定有意水準 5%で棄却できない。従って、政策規範性の強化／弱化傾向に関しては、
成文憲法上の教育を受ける権利の保障の有無による有意な差は存在しないと言える。 

















































2 憲法現実(Verfassungswirklichkeit)とは「実現された憲法(verwirklichte Verfassung sein)」とすることが一般的
である。(z. B., Hesse (1995), S.19.) しかし、本論文では「憲法現実」をより広い意味、「当為 (sollen) とし







年に発表した「高校生の進路についての調査」の結果が挙げられる（調査は 2005 年及び 2006 年に実施）。
調査結果によれば、親の年収が高ければ高いほど子供の 4 年制大学への進学率は上がっており、親の収
入が 200 万円以下の高校生の４年制大学進学率 28.2%であったのに対し、親の収入が 1200 万円以上の高
校生の 4 年制大学進学率は 62.8%と、明らかに格差が生じている。すなわち、憲法 26 条 1 項が保障する
「能力に応じて等しく教育を受ける権利」が憲法現実として完全に実現されていないことを示している。 
5 小林直 (1963) 、3-5 頁。 
6 社会権全般に関する憲法解釈学の限界及び社会政策研究との関連させた社会権研究の必要性については、
北村 (2010) を参照のこと。本論文では、総論的な北村 (2010)の論述をベースとしながら「教育を受ける
権利」に関する部分を中心に論じる。 
7 山崎 (1994)、78－80 頁、樋口 他編（1981）、605－606 頁。 
8 ①、②、④は改正前の教育基本法においても明文化されているが、③は改正後に初めて明文化された。 
9 堀尾 (1966)、151 頁-156 頁。 
10 第二次家永訴訟第一審判決及び旭川学テ事件最高裁判例。 
11 旭川学テ事件最高裁判例。 
12 大須賀 (1977)、177 頁。 
13 藤井 (2002)、180 頁。 
14 同上。 
15 村田 (2009)、100 頁。 
16 従来の憲法解釈学はこうした点について関心を払わなかった。その理由について、小林昭三は、「憲法規





18 小林直 (1991)、8 頁。 
19 小林直 (2002)、79 頁。 
20 憲法規範力の定量化という方法論に関する詳細は、勤労権の憲法規範力を定量化した北村 (2009)、141
頁－146 頁、生存権の憲法規範力を定量化した北村 (2010)、9 頁－12 頁が詳細に論じてあるため、本論
文では教育を受ける権利に関連させて簡潔に論じるだけに留める。 
21 Hesse (1959), S. 8. なお、憲法規範力の理論そのものの詳細については、Hesse (1959), Hesse (1995) , 並び
に堤口 (1968) を参照のこと。 
22 Kelsen (1966), S.44ff, Schmitt (1970), S.75f. 
23 北村 (2010)、12 頁。 
24 北村 (2010)、13 頁。 





26 比較研究の対象とする 23 ヶ国とは、2010 年現在、一般的な先進国の条件（OECD に加盟し、世界銀行、










27 生存権の規範力上位 4 ヶ国をスウェーデン、フィンランド、ノルウェィ、デンマーク（アイスランドの
規範力は、データの関係が利用不可能なため算出されていない）が占めている。(北村 (2010)、15 頁。) 
28 もっとも、回帰線の決定係数 R2値が著しく低い国があるため （ギリシア 0.218、デンマーク 0.1987、ス
イス 0.1866、イタリア 0.1318、アメリカ 0.0623、フィンランド 0.0293、韓国 0.0263、アイルランド 0.0014）、
回帰線の当てはまりの程度には留意する必要がある。 
29 小林・土井(2000)、9 頁。また、石田(1997)、116-117 頁。（傍点は筆者。） 
30 23 ヶ国の憲法典の収集に際しては、阿部・畑 (2005)及び Richmond University website, “Constitution Finder”, 
(http://confinder.richmond.edu/) を利用。詳細は参考文献・資料を参照のこと。 
31 現行のフランス憲法（1958 年憲法）には、権利章典が存在しない。しかし、前文において「1946 年憲法
の前文により確認され補完された権利義務（中略）を厳粛に宣言する(proclame solennellement (omis) 
confirmée et complétée par le préambule de la Constitution de 1946, ainsi qu'aux droits et devoirs définies)」と定
められている。この点、1946 年憲法の前文においては「国は、子どもおよび大人の、教育、職業訓練お
よび教養の機会均等を保障する (La Nation garantit l'égal accès de l'enfant et de l'adulte à l'instruction, à la 
formation professionnelle et à la culture.)」とあることから、現行のフランス憲法においては前文によって
教育を受ける権利を保障していると解する。 
32 オーストリアの憲法律（Verfassungsgesetz）である「国民の一般的権利に関する 1867 年 12 月 21 日の国
家基本法 (Staatsgrundgesetz vom 21. Dezember 1867 über die allgemeinen Rechte der Staatsbürger für die im 
Reichsrate vertretenen Königreiche und Länder) 」（連邦憲法 149 条 1 項で憲法律と宣言）には、「教育をす
る自由」が保障されているが、「教育を受ける権利」とは異なる別の権利である。 
33 なお、t 検定に先立つ等分散の検定において、F 値 0.714 の有意確率が 0.407 であり、有意水準 5%で等分
散が仮定できるため、等分散を仮定した t 検定の結果のみを記す。 
34 教育を受ける権利と同じく、生存権や勤労権の場合においても、データを算出している期間に若干の差
があるものの、成文憲法上の規定の有無は近年のそれぞれの規範力に影響を与えていないという結果と
なっている。（生存権に関しては北村 (2010)、勤労権に関しては北村 (2009) を参照のこと。） 
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